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９ 過去の大気圏内核爆発実験の影響 

(1) 大気圏内核爆発実験 

ア 実施数 

下図に示すとおり、1945 年（昭和 20 年）から 1980 年（昭和 55 年）まで、旧

ソ連、米国、イギリス、フランス及び中国により 500 回以上の大気圏内核爆発実

験が行われた。 

  
イ 生成される放射性核種 

① 核爆発に使われた核物質（ウラン 235 又はプルトニウム 239）、核爆発の型

（核分裂のみか核融合を伴うか）によって生成される放射性核種の割合は異な

るが、実際にはその差はあまり問題にならない。 
② 核爆発実験直後の放射性降下物中の核種は、短半減期の核種の占める割合が

大きく、爆発後の経過時間によって、その割合が大きく変わる。 
   核爆発後数日から 1週間位までの間に、大気中浮遊塵や降水に検出される主

な核種は次のようなものである。 

 

Sr-90, Sr-91, Zr-95, Nb-95, Zr-97, Mo-99, I-131, Te-132, I-132, I-133, Cs-137,  

Ba-140, La-140, Ce-143, Np-239 

 

③ 中国大陸で行われた大気圏内核爆発実験を例にとると、日本に現れる影響は、

通常、爆発後、2～3 日に第 1 の山があり、その後 1 週間から 10 日後に第 2 の

山がある。第 1の山は、大気圏に注入された核分裂生成物が直接到着したもの

であり、第 2の山は日本上空を通過後、地球を一周した後に到着したものであ

る。地域差はあるが、一般的に到着時間は西日本が早く、順次東に移動してい

く。これは、日本上空を流れる偏西風によるものである。 

（注） 平常時モニタリングについて（原子力災害対策指針補足参考資料）（原子力規制庁）から引用 
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ウ 我が国の監視体制 

① 経緯 
1961 年（昭和 36 年）に再開された米ソの核爆発実験の我が国への影響に対

処するため、同年 10月に閣議決定により内閣に放射能対策本部が設置された。

これ以降、同本部を中心に放射能調査が行われてきたが、2003 年（平成 15年）

11 月、緊急事態に対する政府の初動体制に係る閣議決定により、同本部は廃止

され、これを受けて同本部が担っていた機能のうち、危機管理・初動体制以外

の機能を引き継ぐため、放射能対策連絡会議が設置された。 

② 環境放射能水準調査 

現在も、環境放射能水準調査として、原子力規制庁が 47都道府県や（公財）

日本分析センターなどの関係研究機関に業務委託し、核爆発実験や核施設の事

故などによる我が国への影響調査を実施している。 

調査は、平常時と緊急時に行い、本県の場合、昭和 36 年から現在まで、県内

各地で調査を行っている。  
エ 国連科学委員会報告 

環境放射能水準調査の結果は、「原子放射線の影響に関する国連科学委員会

(UNSCEAR)」に報告され、他の放射線に関する情報と合わせて、報告書にとりまと

められる。 

2008 年の報告書によれば、大気圏内核実験により地球環境に放出された人工放

射性核種は、トリチウムは 186,000PBq、ストロンチウム 90 は 622PBq、セシウム

137 は 948PBq、プルトニウム 239 は 6.52PBq、プルトニウム 240 は 4.35PBq など

と推定されている。（P：ペタは 1015） 

  また、報告書では、「大気圏内核実験に起因する一人当たりの実効線量の世界平

均の推定値は、1963 年に最も高く(0.11mSv)、そしてその後 2000 年代には

0.005mSv 未満に減少した。外部被ばくは通常、年間線量に最も大きく寄与する。

最初は短寿命放射性核種に起因し、その後 137Cs に起因する。」としている。 
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10 東電事故等の影響 

 (1) 東電事故等で検出された核種 

東電事故では、2011 年（平成 23 年）3 月 12 日、14 日及び 15 日に放出された放

射性物質は、北西から南西の陸地に拡散し、大量の放射性物質が地上に沈着した。 

東電事故や 1986 年に起きたチェルノブイリ原子力発電所事故（以下「チェルノブ

イリ事故」という。）では、次の核種が検出されている。 

H-3, Co-58, Fe-59, Co-60, Zn-65, Kr-85, Rb-86, Sr-90, Sr-91, Y-91, Zr-95, Nb-95, Mo-99, 

Tc-99m, Ru-103, Ru-106, Ag-110m, Sn-113, Sb-125, Te-127, Te-129, Tc-129m, I-130,  

Te-131m, I-131, Xe-131, Te-132, I-132, I-133, Xe-133m, Xe-133, Cs-134, Xe-135, Cs-136,  

Cs-137, Ba-140, La-140, Ce-141, Ce-144, Nd-147, Eu-152, Pb-203, Pu-238, Pu-238+239,  

Np-239 1) 

 

  国際原子力・放射線事象評価尺度（INES）では、2 つの事故はともに、放射性物

質の放出量から最も深刻な事故であることを示すレベル 7と評価されている。 

  両者の放出量を比較すると、希ガスであるキセノン 133 の放出量が東電事故の方

が多いが、発電所の出力規模による炉内存在量の違いによるものと考えられる。 

一方、放射性ヨウ素や放射性セシウムなどのより健康影響上の考慮が必要な核種

については、チェルノブイリ事故の方が放出量は多い。このことについては、チェ

ルノブイリ事故では、爆発した炉心が直接大気にさらされる状態になったことが要

因の一つとされ、他方、東電事故は格納容器の大規模な破壊を防げたことが放出量

抑制の要因の一つと考えられている。 

 

   事故による核種ごとの推定放出量の比較 2) 

核  種 半減期 
環境への放出量（×1015Bq） 

チェルノブイリ 東 電 

キセノン 133 5 日 6500 11000 

ヨウ素 131 8 日 ～1760 160 

セシウム 134 2 年 ～47 18 

セシウム 137 30 年 ～85 15 

ストロンチウム 90 29 年 ～10 0.14 

プルトニウム 238 88 年 1.5×10-2 1.9×10-5 

プルトニウム 239 24100 年 1.3×10-2 3.2×10-6 

プルトニウム 240 6540 年 1.8×10-2 3.2×10-6 

 

 

 

注 1）平常時モニタリングについて（原子力災害対策指針補足参考資料）（原子力規制庁）から引用 

注 2) 原子力安全に関する IAEA 閣僚会議に対する日本国政府の報告書（2011 年 6 月）などから引用 
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(2) 東電事故の影響 

浜岡原子力発電所周辺地域では、過去に行われた核爆発実験等の影響に加え、東

電事故の影響により、現在も一部の試料で人工放射性核種が検出されている。 

空間放射線量及び環境試料中の放射能の測定結果を基に、事故発生から 2011 年

（平成 23 年）度末までに、発電所周辺住民等が受けた被ばく線量を計算したとこ

ろ、安全側に評価しても、約 0.04mSv（建屋による線量の低減を考慮した場合は約

0.03mSv）であった。 

この値は、公衆の年線量限度（1mSv）よりも十分に低く、健康への影響は心配な

いレベルであった。 

現在まで事故による追加的な影響はなく、また、測定結果は事故直後の値を上

回ることなく漸減傾向を示していることから、事故による健康への影響はほとん

どないと考えられる。 

 

 

    事故直後と現在の測定値の比較 

試 料 

測定結果の最大値 

単 位 平成 23年度 1) 令和元年度 
134Cs 137Cs 134Cs 137Cs 

大気中浮遊塵 7.78 8.21 * 2) 0.0086 mBq/m3 

降下物 617 611 * 0.080 Bq/m2 

上 水 * * * * mBq/L 

土 壌 21.6 28.4 0.87 11.4 Bq/kg 乾土 

玄 米 0.076 0.079 * * Bq/kg 生 

キャベツ 0.056 0.065 * * Bq/kg 生 

かんしょ 0.13 0.241 * 0.045 Bq/kg 生 

みかん 0.96 1.14 * 0.018 Bq/kg 生 

茶 葉 44.6 45.5 * 0.18 Bq/kg 生 

海 水 4.5 6.1 * 4.1 mBq/L 

しらす 0.21 0.21 * 0.082 Bq/kg 生 

あ じ 0.21 0.39 * 0.18 Bq/kg 生 
    注 1) 大気中浮遊塵及び降下物については、平成 23 年 3 月分を含めた値である。 

注 2） 「*」は「検出されず」を示す。 

  

 

国連科学委員会（UNSCEAR）が発表した 2013 年の報告書によれば、東電事故後 1

年間で公衆が受けた被ばくによる実効線量は、福島県内で 1.0～9.3mSv 、近隣県

で 0.2～1.4mSv、その他の県が 0.1～0.3mSv と推定されている。（推定は情報不足

等により一定の仮定を前提として行われており、その結果には不確かさが含まれ

ているとしている。） 

また、国連科学委員会は推定結果から、「事故により日本人が生涯に受ける被ば

く線量は少なく、その結果として、今後日本人について放射線による健康影響が

確認される可能性は小さい」としている。 

     


